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日医発第 728 号（ 医経）  

令和 7 年 8 月 1 日  

都道府県医師会 

担当理事 殿 

公益社団法人日本医師会   

常任理事 宮川 政昭   

（  公 印 省 略 ）  

 

国・ 地方公共団体、 公共・ 公益法人等が開設する 医療機関における  

新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症緊急包括支援交付金（ 医療分） の 

病床確保料に係る 消費税の取扱いについて  

 

今般、 厚生労働省よ り 、 新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症緊急包括支援交付金（ 医療分） の病

床確保料に係る 消費税の取扱いについての情報提供があ り ま し たので、 別添の事務連絡

文書を ご 送付申し 上げま す。  

国・ 地方公共団体の特別会計及び公共・ 公益法人等は、 消費税に係る 申告において、 通

常の方法によ り 計算さ れる 仕入控除税額について調整を 行い、 補助金等の対価性のない

収入（ 特定収入） によ り 賄われる 課税仕入れ等の税額について、 仕入税額控除の対象から

除外する こ と と さ れていま す（ 消費税法第 60 条第４ 項） 。  

新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症緊急包括支援交付金（ 医療分） の病床確保料に係る 消費税の

取扱いについては、 会計検査院によ る 令和５ 年度決算検査報告（ 令和６ 年 11 月６ 日） に

おいて、「 調整計算に関する 申告審理が十分に行われていなかっ た」 と の指摘を 受け、 今

般、 別添のと おり 国税庁から 国・ 地方公共団体の特別会計及び公共・ 公益法人等（ ※） が

病床確保料を 受領し た場合における 消費税の取扱いが示さ れま し た。  

（ ※） 消費税法（ 昭和 63 年法律第 108 号） 別表第三に掲げる 法人 

（ 例： 社会医療法人、 学校法人、 社会福祉法人、 公益社団法人、 公益財団法人、 一般社

団法人、 一般財団法人、 農業協同組合連合会（ 所得税法別表第一の農業協同組合

連合会の項に規定する も のに限る 。 ） 、 地方独立行政法人等）  

今後、厚生労働省から 都道府県を 通じ 、調整計算が誤っ ている 社会医療法人等に対し て

は、 正し く 計算し 直し ても ら う よ う 促さ れる 予定です。  

本件ご 案内は、病床確保料の交付を 受けた、上記の国・ 地方公共団体の特別会計、公共・

公益法人等に関する も ので、 社会医療法人以外の医療法人には影響し ないも のであ る こ

と を 念のため申し 添えま す。  

つき ま し ては、 貴会におかれま し ても 、 本件についてご 了知いただく と と も に、 貴会管
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下郡市区医師会への周知方よ ろ し く お願い申し 上げま す。  

 

（ 別添文書）  

〇新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症緊急包括支援交付金（ 医療分） の病床確保料に係る 消費

税の取扱いについて（ 事務連絡） （ 厚生労働省医政局医療経営支援課）  

〇参考資料1 調整計算の流れ、 調整計算のシミ ュ レ ーヨ ン （ 病床確保料に係る 消費

税）  （ 厚生労働省）  

〇参考資料2 本院の指摘に基づき 当局において改善の処置を 講じ た事項（「 令和5年度

決算検査報告」 よ り 抜粋）  （ 会計検査院）  



事 務 連 絡 

令和７ 年７ 月 29 日 

 

各都道府県主管衛生部（ 局）  御中 

 

厚 生 労 働 省 医 政 局 医 療 経 理 室 

健康・ 生活衛生局感染症対策部感染症対策課 

 

 

新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症緊急包括支援交付金（ 医療分） の 

病床確保料に係る 消費税の取扱いについて 

 

 平素よ り 、厚生労働行政の推進につき ま し て、 ご協力を賜り 、厚く 御礼申し 上

げま す。  

新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症緊急包括支援交付金（ 医療分） の病床確保料に係る

消費税の取扱いについては、会計検査院によ る 令和５ 年度決算検査報告（ 令和６

年 11 月６ 日） において、  

「 病床確保補助金は、 対象経費である 病床確保料の使途や範囲が交付要綱等に 

おいて明ら かでなく 、 病床確保補助金の交付を 受けた調整対象事業者において、

適切に使途が特定さ れていない蓋然性が高いのに、 厚生労働省等と 連携を 図る

など し て調整対象事業者に対し て課税上の取扱いが十分に周知さ れていなかっ

た事態、ま た、 税務署等において、使途特定文書等の提出を 求めていないなど 、

調整計算に関する 申告審理が十分に行われていなかっ た事態は適切ではなく 、

改善の必要がある と 認めら れた。」 と の指摘を 受けていま す。  

 今般、別添のと おり 国税庁から 国・ 地方公共団体の特別会計及び公共・ 公益法

人等（ ※） が病床確保料を 受領し た場合における 消費税の取扱いが示さ れま し た

ので、 貴管下の医療機関に周知いただく よ う お願いいたし ま す。  

 国・ 地方公共団体の特別会計及び公共・ 公益法人等は、当該取扱いを 踏ま えつ

つ、 病床確保料に係る 消費税の納付税額の計算を 行う こ と と なり ま すので改め

て確認を 行っ ていただく と と も に、 必要に応じ て所轄税務署にお問い合わせい

ただく よ う お願いいたし ま す。  

（ ※） 消費税法（ 昭和 63 年法律第 108 号） 別表第三に掲げる 法人 

（ 例： 社会医療法人、 学校法人、 公益社団法人、 地方独立行政法人等）  

 

（ 照会先）  

・ 新型コ ロ ナ緊急包括支援交付金担当 

メ ールアド レ ス ： ncov-kouf ukin@mhlw .go.jp 

 

 

 

mailto:ncov-koufukin@mhlw.go.jp


病床確保補助金に係る 消費税の取扱いについて 

 

 国・ 地方公共団体の特別会計及び公共・ 公益法人等は、 消費税に係る 申告において、

通常の方法によ り 計算さ れる 仕入控除税額について調整を行い、補助金等の対価性のな

い収入（ 特定収入） によ り 賄われる 課税仕入れ等の税額について、 仕入税額控除の対象

から 除外する こ と と さ れていま す（ 消費税法第 60 条第４ 項）。  

 こ の点、新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症患者のための病床確保事業を行う 医療機関が収受

する 補助金（ 以下「 病床確保補助金」 と いいま す。） については、 以下の取扱いに基づ

き 、 消費税の申告を行う 必要があり ま す。  

 なお、 特定収入割合が５ ％以下である 課税期間については、 当該調整計算を行う 必要

はあり ま せん。詳し い計算方法等につき ま し ては、参考資料（ 国、地方公共団体や公共・

公益法人等と 消費税） をご参照く ださ い。  

 

【 病床確保補助金に係る 消費税の取扱い】  

 病床確保補助金は、 対価性のない収入である と こ ろ、 一般的には、 法令又は交付要綱

等において使途が特定さ れる も のではない※と 考えら れ、 消費税法上の特定収入に該当

し ま す。  

※ 病床確保補助金は、 一般的には、 病床数に基づき 交付さ れる も のであり 、 具体的な

使途が法令又は交付要綱等において定めら れている も のではないため、消費税法上使

途が特定さ れている も のと はなり ま せん。  

（ 注） 国・ 地方公共団体が合理的な方法によ り 補助金等の使途を明ら かにし た文書（ 使

途特定文書）において、課税仕入れ以外の支出に使途が特定さ れている 場合には、

特定収入に該当し ない場合も あり ま す。  

消費税の納付税額の計算 

 消費税の納付税額は、その課税期間の課税標準額に対する 消費税額から その課税期間

中の課税仕入れ等に係る 税額を控除（ 消費税法第 30 条） し て算出し ま す。  

 消費税の納付税額 ＝ 売上税額 － 仕入税額 

（ 特定収入があ る 場合の納付税額の計算）  

消費税の納付税額 ＝ 売上税額 － （  仕入税額 － 調整税額 ）  

特定収入 

租税、 補助金、 会費、 寄附金等の対価性のない収入が特定収入と なり ま すが、 給与な

ど課税仕入れに該当し ない一定の支出（ 特定支出） にのみ使用する こ と が法令、 交付要

綱等又は使途特定文書（ 国、 地方公共団体が合理的な方法によ り 補助金等の使途を明ら

かにし た文書） において明ら かな場合には、 その対価性のない収入は特定収入と はなり

ま せん。  

特定収入割合 

 特定収入割合と は、その課税期間において、次の算式によ り 計算し た割合をいいま す。 

 

 

参考資料 

国、 地方公共団体や公共・ 公益法人等と 消費税（ 令和７ 年６ 月）  
ht t ps: //www. nt a. go. j p/publ i cat i on/pamph/shohi /shohi zei . htm 

参考事項 

（ 別添）  

https://www.nta.go.jp/publication/pamph/shohi/shohizei.htm


（ 参 考 ① ） 調 整 計 算 の 流 れ

2

【 Ｓ Ｔ Ｅ Ｐ １ 】 補助金等収入について、 交付要綱等や使途特定文書を確認し て

①課税仕入れ等に係る 特定収入

②使途不特定の特定収入

③特定収入以外の収入（ 特定支出のためにのみ使用する こ と と さ れている 収入等） に分類する 。

【 Ｓ Ｔ Ｅ Ｐ ２ 】 ①と ②は「 特定収入」 と なり 、 当該収入が全収入の５ ％以上を超えていた場合は仕入控除税額の「 調整計算」 を行う 。

【 Ｓ Ｔ Ｅ Ｐ ３ 】 ①は課税仕入れ等に係る 収入と なる ので、 そのま ま 当該収入×消費税率が仕入控除税額と なる 。

②は全収入における ②の割合を調整前の仕入控除税額に乗じ 、 当該金額を調整前の仕入控除税額から 控除し たも のが仕入控除税額と なる 。

③は調整計算の対象外と なる 。

病床確保料は診療報酬と 同様に使途は特定さ れていないため②に該当する が、 病院側で③に分類し ていた場合は②が増額と なり 仕入控除

税額が減少する こ と と なる 。 （ ＝控除消費税額が減少する ため納税額の増額が見込ま れる 。 ）

（ 参考: 会計検査院作成資料）



（ 参 考 ② ） 調 整 計 算 の シ ミ ュ レ ー シ ョ ン

3

○ 売上: 100億、 課税売上割合: 5% 、 補助金: 10億で仮定し た場合、 単年度で230万円の消費税納税額の増が見込ま れる 。

3



本院の指摘に基づき 当局において改善の処置を講じ た事項

（ 1 ） 交付要綱等において使途が明ら かでないなどの補助金等収入について、 各府省庁と 連

携を 図る などし て、 特別会計を 設けて事業を 行う 国及び地方公共団体並びに公共・ 公

益法人等にその消費税法上の取扱いなど について周知する 仕組みを 整備する と と も

に、 税務署等においてチェ ッ ク シート を 活用するなどし て、 消費税の調整計算に係る

申告審理が適切に行われるよ う 改善さ せたも の

会計名及び科目 一般会計 国税収納金整理資金 （ 款）歳入組入資金受入

（ 項）各税受入金

（ 款）還付金

（ 項）各税還付金

部 局 等 国税庁

課 税 の 根 拠 消費税法（ 昭和 63 年法律第 108 号）

消費税の調整計
算の概要

調整対象事業者が、 消費税の申告に当たり 、 特定収入に係る 課税仕入

れ等の税額を仕入控除税額から 控除する も の

病床確保補助金
の交付額がおお
むね 1 憶円を超
え る な ど の 18
都道府県にある
事業者数⑴

地方公共団体 延べ 221 事業者（ 令和 2 、 3 両年度）

公共・ 公益法人等 延べ 198 事業者（ 令和 2 、 3 両年度）

計 延べ 419 事業者

⑴のう ち病床確
保補助金の使途
を特定し ている
と 認めら れる 事
業者数及び仕入
控除税額⑵

地方公共団体 延べ 163 事業者 計 18 億 9793 万余円

公共・ 公益法人等 延べ 71 事業者 計 87 億 3070 万余円

計 延べ 234 事業者

⑵のう ち適切に
使途が特定さ れ
ていない蓋然性
が高いと 認めら
れ、 調整計算の
試算ができ た事
業者数及び仕入
控除税額の見込
減少額

地方公共団体 延べ 5 事業者 計 2858 万円

公共・ 公益法人等 延べ 38 事業者 計 7194 万円

計 延べ 43 事業者 合計 1 億 0052 万円

⑵のう ち適切に
使途が特定さ れ
ていない蓋然性
が高いと 認めら
れたが、 調整計
算の試算ができ
なかった事業者
数及び仕入控除
税額

公共・ 公益法人等 延べ 33 事業者 計 75 億 7722 万円

（ 背景金額）

1 制度の概要等

⑴ 消費税の概要

消費税は、 消費税法（ 昭和 63 年法律第 108 号）に基づき 、 製造、 卸売、 小売等の各取引段

階の売上げに課税さ れ、 その税相当額が順次価格に織り 込ま れて転嫁さ れ、 最終的には消
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費者が負担する こ と が予定さ れている 。 一方、 消費税の納税義務者は、 課税対象と なる 取

引を行った法人等の事業者等と さ れており 、 消費税の納付税額の算定においては、 前段階

で課税さ れている 消費税が各段階で二重、 三重に累積的に課税さ れないよ う に、 確定申告

において、 課税売上げに係る 消費税額から 課税仕入れに係る 消費税額（ 以下「 仕入控除税

額」と いう 。）を控除し て算定する 仕組みを採っている 。

⑵ 国又は地方公共団体の特別会計及び公共・ 公益法人等の調整計算の概要等

消費税法第 60 条第 4 項等の規定に基づき 、 国若し く は地方公共団体が事業を 行う ため

に設けた特別会計又は公共・ 公益法人等
（ 注 1 ）

（ 以下、 特別会計を 設けて事業を 行う 国及び地方

公共団体並びに公共・ 公益法人等を合わせて「 調整対象事業者」と いう 。）では、 補助金収入

など 資産の譲渡等の対価以外の収入（ 以下「 補助金等収入」と いう 。）のう ち、 法令、 交付要

綱等や国又は地方公共団体が合理的な方法によ り 補助金等収入の使途を明ら かにし た文書

（ 以下「 使途特定文書」と いう 。）において、 給料、 賃金等の課税仕入れと なら ない支出（ 以下

「 特定支出」と いう 。）のためにのみ使用する こ と と さ れている 部分等を除いた収入（ 以下「 特

定収入」と いう 。）があり 、 かつ、 特定収入割合
（ 注 2 ）

が 5 ％を 超える 場合、 仕入控除税額につい

て調整を行う こ と と なっている 。

そし て、 こ の調整は、 図 1 のと おり 、 特定収入によ り 賄われる 課税仕入れ等に係る 消費

税額（ 以下「 特定収入に係る 課税仕入れ等の税額」と いう 。）を 仕入控除税額から 控除する こ

と（ 以下「 調整計算」と いう 。）によ り 行う こ と と なっ ている 。 こ のため、 特定収入に係る 課

税仕入れ等の税額が増加する ほど 仕入控除税額が減少する こ と と なり 、 その結果、 納付す

べき 消費税の額が増加する こ と と なる 。 一方で、 特定支出のためにのみ使用する こ と と さ

れている 補助金等収入については、 調整計算を行う 必要はない。

（ 注 1 ） 公共・ 公益法人等 消費税法別表第三に掲げる 法人、 人格のない社団等

（ 注 2 ） 特定収入割合 特定収入の合計額/（ 資産の譲渡等の対価の合計額＋特定収入の合計

額）の計算式で算定し た割合
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図 1 仕入控除税額の調整計算の概念図

収入( 歳入)

課税売上げ

免税売上げ

非課税売上げ

【仕入控除税額の調整計算】

支出( 歳出)

控　 除　 可

不課税仕入れ
非課税仕入れ

↓

控　 除　 不　 可

特 定 収 入

特定収入以外の収入

特 定 支 出

課
税
仕
入
れ
等

補　

助　

金　

等　

収　

入

　
　

対
価
以
外
の
収
入

資
産
の
譲
渡
等
の

仕入控除税額 調整前の仕入控除税額
特定収入に係る
課税仕入れ等の税額

－＝

（ 注） 公表資料を 基に本院が作成し た。

ま た、 特定収入に係る 課税仕入れ等の税額の算定方法は、 図 2 のと おり 、 特定収入のう

ち、 ①法令又は交付要綱等や使途特定文書において課税仕入れ等の支出のためにのみ使用

する こ と と さ れている 部分の金額（ 以下「 課税仕入れ等に係る 特定収入」と いう 。）と 、 ②課

税仕入れ等に係る 特定収入以外の特定収入（ 以下「 使途不特定の特定収入」と いう 。）で異

なっている 。

図 2 特定収入に係る 課税仕入れ等の税額の算定方法

補　 助　 金　 等　 収　 入
( 資産の譲渡等の対価以外の収入)

調整計算の必要なし

課税仕入れ等の支出

のためにのみ使用す

る こ と と さ れている

部分の金額

課税仕入れ等に係

る 特定収入以外の

特定収入

特定支出のためにのみ

使用する こ と と さ れて

いる 収入等

課税仕入れ等に係る 特定収入 使途不特定の特定収入 特定収入以外の収入

特　 定　 収　 入

①： 課税仕入れ等に係る 特定収入×税率

特定収入に係る 課税仕入れ等の税額

②： ( 調整前の仕入控除税額－①) ×調整割合

＝ ＋① ②

注⑴ 公表資料を 基に本院が作成し た。

注⑵ 調整割合と は、 使途不特定の特定収入の合計額/（ 資産の譲渡等の対価の額の合計額＋使途

不特定の特定収入の合計額）の計算式で算定し た割合である 。
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し たがって、 仕入控除税額の調整計算を適切に行う ために、 補助金等収入の使途の特定

を行う 必要がある 。

⑶ 補助金等収入における 使途の特定方法

補助金等収入における 使途の特定方法については、 ま ず法令又は交付要綱等によ り 補助

金等収入の使途が明ら かにさ れている も のについては、 当該法令又は交付要綱等で明ら か

にさ れている と こ ろによ り 使途を 特定する こ と（ 以下「 交付要綱等によ る 特定」と いう 。）と

なっている 。 そし て、 交付要綱等によ る 特定においては、 実績報告書で補助金等収入の使

途が明ら かにさ れている も のについては、 当該実績報告書によ り 使途を特定する こ と も で

き る こ と と なっている 。

交付要綱等によ る 特定において、 補助金等収入の使途が明ら かでない場合には、 合理的

な方法によ り 使途特定文書において使途を 特定する こ と（ 以下「 使途特定文書によ る 特定」

と いう 。）ができ る こ と と なっ ている。 こ の場合、 使途の特定の方法と し て、 図 3 のと お

り 、 法令又は交付要綱等においてはその使途の細部は不明である が 、「 〇〇の建設に要す

る 費用に充てる こ と 」と さ れている など 使途の大要が判明する も のについて 、 その使途の

大要の範囲内で合理的計算に基づき 使途の細部を特定する 方法（ 以下「 大要の範囲内におけ

る 特定」と いう 。）のほか、 予算書等又は決算書等によ り 使途を 特定する 方法や、 補助金等

収入の額を課税仕入れ等の支出と その他の支出によ り 案分し て使途を特定する 方法等があ

る 。

図 3 補助金等収入における 使途特定文書によ る 特定の方法

使途特定文書によ る 特定

大要の範囲内における 特定

予算書等によ る 特定

案分によ る 特定

使途が特定さ れる 使途不特定の特定収入

特定でき る

特定でき ない

注⑴ 公表資料を 基に本院が作成し た。

注⑵ こ のほか、 借入金の返済費等に係る 補助金等収入の使途の特定方法がある 。

そし て、 使途特定文書によ る 特定をする 場合、 国又は地方公共団体は、 自ら 使途特定文

書を作成し て使途を特定し 、 公共・ 公益法人等は、 補助金等の交付元である 国又は地方公

共団体から 使途特定文書の交付を受ける こ と で、 使途特定文書によ る 特定ができ る こ と に

なっている 。

⑷ 調整計算に関する 周知及び税務署等の申告審理等

国税庁は、 調整対象事業者に対し て、 特定収入に係る 課税仕入れ等の税額の算定につい

て、 パンフ レ ッ ト を作成し 、 ウ ェ ブサイ ト で公表し ている ほか、 説明会を行う など し て、

調整計算に関する 周知を図っている 。 そし て、 使途特定文書によ る 特定を行う 場合には、

当該使途特定文書や計算過程を 明ら かにし たも の（ 以下「 使途特定文書等」と いう 。）を 消費

税確定申告書と と も に納税地の所轄税務署長に提出する 必要がある と 周知し ている 。
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ま た、 税務署等は、 納税者から 提出さ れた消費税確定申告書等や収集し た資料等によ

り 、 納税者が申告し た内容が適正である かについて申告審理を行う こ と になっている 。 そ

し て、 申告審理の結果、 納税者の申告内容に疑義がある など 必要がある 場合には、 行政指

導や税務調査によ る 事実確認等を行う こ と になっている 。

⑸ 病床確保補助金の概要等

補助金等は多岐にわたる が、 その中で、 厚生労働省が都道府県に交付し ている 新型コ ロ

ナウ イ ルス 感染症緊急包括支援交付金（ 医療分）（ 以下「 コ ロ ナ交付金」と いう 。）は近年多額

に交付さ れている 。 そし て、 コ ロ ナ交付金の対象事業のう ち、 新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症

患者を 受け入れる ための病床の確保に係る 事業（ 以下「 病床確保事業」と いう 。）について

は、 交付要綱等において、 対象経費と さ れている 病床確保料の使途が明ら かでない。

都道府県は、 病床確保事業に係る コ ロ ナ交付金を原資と し て病床確保事業を実施する 医

療機関に対し て補助金（ 以下「 病床確保補助金」と いう 。）を 交付し ており 、 当該医療機関に

は、 地方公共団体や公共・ 公益法人等が運営する 医療機関が含ま れている 。

2 検査の結果

（ 検査の観点、 着眼点、 対象及び方法）

コ ロ ナ交付金は近年多額に交付さ れており 、 その対象事業のう ち病床確保事業について

は、 交付要綱等において、 対象経費と さ れている 病床確保料の使途が明ら かでないこ と か

ら 、 コ ロ ナ交付金を原資と し て各都道府県が医療機関に交付し ている 病床確保補助金の交付

要綱等においても 同様の状況である こ と が想定さ れた。

し かし 、 調整計算においては、 補助金等収入の使途によ って計算の方法が異なっており 、

適切に使途が特定さ れない場合には、 調整計算、 ひいては消費税額の算定に影響を及ぼすも

のと なっている 。

そこ で、 本院は、 合規性、 有効性等の観点から 、 病床確保補助金に係る 調整計算が適切に

行われている か、 税務署等において調整計算に関する 申告審理等を適切に行う こ と ができ る

体制が整備さ れている かなど に着眼し て検査し た。

検査に当たっ ては、 47 都道府県における 令和 2 、 3 両年度の病床確保補助金の交付デー

タ と 国税庁から 提出を 受けた 2 、 3 両年分の消費税申告データ 等を 照合する など し て、 18

都道府県
（ 注 3 ）

にある 事業者で、 病床確保補助金の交付額がおおむね 1 億円を超える など し ている

特別会計を 設けて病院事業を 行う 地方公共団体（ 以下、 こ れを「 地方公共団体」と いう 。） 2 、

3 両年分計 221 事業者、 医療機関を運営し ている 公共・ 公益法人等 2 、 3 両年分計 198 事業

者、 合計 419 事業者を選定し た。

そし て、 大阪府及び群馬県において、 病床確保補助金に係る 交付要綱等、 交付実績額、 特

定収入割合を確認でき る 資料
（ 注 4 ）

等を確認する などし て会計実地検査を行う と と も に、 大阪府及

び群馬県を 含めた 18 都道府県については、 上記資料の提出を 受けて、 病床確保補助金の内

容、 使途特定文書の作成状況等について聴取し 、 調整計算の内容を分析する などし て検査し

た。

ま た、 国税庁において、 調整計算に係る 申告審理体制の整備等の状況、 補助金等収入に係

る 使途の特定方法や調整対象事業者に対する 調整計算の周知の状況等について、 5 国税局及

び 11 税務署
（ 注 5 ）

において、 調整計算に係る 申告審理の状況等について、 厚生労働省において、

病床確保事業の内容等についてそれぞれ聴取する などし て会計実地検査を行った。
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（ 注 3 ） 18 都道府県 東京都、 北海道、 京都、 大阪両府、 岩手、 群馬、 埼玉、 神奈川、 富山、

愛知、 三重、 滋賀、 兵庫、 鳥取、 広島、 香川、 福岡、 宮崎各県

（ 注 4 ） 特定収入割合を 確認でき る 資料 交付要綱において、 補助事業者は、 消費税等の確定

申告によ り 補助金等に係る 消費税等の仕入控除税額があ る こ と が確定し た 場合に

は、 当該仕入控除税額を 都道府県に返還する こ と と なっ ている こ と から 、 その返還

額の有無を 報告する ために、 補助事業完了後に「 消費税及び地方消費税に係る 仕入

控除税額報告書」を 提出し ており 、 その添付書類と し て提出し ている 資料

（ 注 5 ） 5 国税局及び 11 税務署 札 幌、 仙 台、 金 沢、 関 東 信 越、 東 京 各 国 税 局、 盛 岡、 福

井、 松本、 蒲田、 品川、 足立、 荒川、 芝、 京橋、 麹町、 日本橋各税務署

（ 検査の結果）

検査し たと こ ろ、 次のよ う な事態が見受けら れた。

⑴ 病床確保補助金について適切と は認めら れない使途の特定方法

18 都道府県における 病床確保補助金の交付要綱等で使途が明ら かにさ れている かを み

たと こ ろ、 対象経費である 病床確保料について、 課税仕入れ等の支出又は特定支出に該当

する かが定めら れていなかった。 ま た、 実績報告書においても 、 交付額を算定する 際に用

いる 空床等と し ていた延べ病床数等を記載する こ と と さ れている のみで、 使途が明ら かに

さ れている も のは見受けら れなかった。

ま た、 大要の範囲内における 特定についてみたと こ ろ、 交付要綱において、 対象経費で

ある 病床確保料の範囲が明確に定めら れていないため、 使途の大要の範囲内における 課税

仕入れ等の支出又は特定支出のためにのみ使用する こ と と さ れている 部分の計算ができ な

いと 認めら れた。

し たがって、 病床確保補助金について、 交付要綱等によ る 特定及び大要の範囲内におけ

る 特定を行う こ と は適切と は認めら れない。

⑵ 調整対象事業者における 病床確保補助金に係る 使途の特定状況

地方公共団体 221 事業者及び公共・ 公益法人等 198 事業者について、 18 都道府県から

提出を受けた資料及び国税庁から 提出を受けた消費税申告データ によ り 使途の特定状況を

分析し たと こ ろ、 病床確保補助金の使途を特定し ている と 認めら れる 調整対象事業者が、

地方公共団体計 163 事業者（ 仕入控除税額計 18 億 9793 万余円）及び公共・ 公益法人等計

71 事業者（ 仕入控除税額計 87 億 3070 万余円）見受けら れた。 そし て、 消費税確定申告書

と と も に使途特定文書等が提出さ れている かを 確認でき た地方公共団体 81 事業者のう

ち、 62 事業者（ 76.5％）と 多く の事業者については提出さ れていなかっ た。 一方、 19 事業

者については、 使途特定文書等が提出さ れていたこ と から 、 使途の特定方法について分析

し たと こ ろ、 交付要綱等によ る 特定及び大要の範囲内における 特定を行う こ と は適切と は

認めら れないのに、 こ のう ち 5 事業者については、 交付要綱等によ る 特定を行ったと 使途

特定文書等に記載し ている も のや、 使途特定文書等によ り 大要の範囲内における 特定を

行っている も のが見受けら れたこ と から 、 適切に使途が特定さ れていない蓋然性が高いと

認めら れた。 そこ で、 こ の 5 事業者について、 病床確保補助金の額を使途不特定の特定収

入の額と し て調整計算の試算
（ 注 6 ）

を 行っ たと こ ろ、 仕入控除税額が計 2858 万余円減少する と

見込ま れた。

ま た、 公共・ 公益法人等 71 事業者については、 交付要綱等によ る 特定ができ ず、 病床
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確保補助金の交付元から 使途特定文書の交付を 受ける 必要がある ため、 18 都道府県にお

いて、 使途特定文書の作成状況等を確認し たと こ ろ、 全てにおいて作成し て交付し た実績

がなかっ たこ と から 、 使途特定文書によ る 特定も でき なかっ た。 よ っ て、 上記の 71 事業

者は、 病床確保補助金について適切に使途が特定さ れていない蓋然性が高いと 認めら れ

た。 し たがって、 病床確保補助金の額を使途不特定の特定収入の額と し て特定収入割合を

計算する 必要があり 、 こ の結果、 特定収入割合が 5 ％を超える 場合には調整計算を行う こ

と と なる 。

こ れら の事業者のう ち、 消費税申告データ において調整計算を行っていないこ と が確認

でき 、 病床確保補助金の額を 使途不特定の特定収入の額と し た場合には特定収入割合が

5 ％を 超える など の事業者が 38 事業者見受けら れた。 そし て、 特定収入割合が 5 ％を 超

える 場合には調整計算が必要である こ と から、 こ の 38 事業者について、 調整計算の試算

を行ったと こ ろ、 仕入控除税額が計 7194 万余円減少する と 見込ま れた。

上記の事態について、 事例を示すと 次のと おり である 。

〈 事例〉

社会医療法人 A は、 病床確保補助金と し て 、 令和 2 年度 10 億 5033 万余円、 3 年度 20 億

4939 万余円の交付を 受けている 。 そし て、 2 、 3 両年度の課税期間分の消費税確定申告書にお

いて、 仕入控除税額を 2 年の課税期間分 1116 万余円、 3 年の課税期間分 1159 万余円と し てい

る 。 ま た、 社会医療法人 A は、 特定収入割合が 5 ％以下であ る と し て 調整計算を 行っ て いな

い。

し かし 、 病床確保補助金については、 交付要綱等によ る 特定ができ ず、 ま た、 病床確保補助

金の交付元である B 県から 使途特定文書の交付を 受けていないため、 使途特定文書によ る 特定

も でき なかっ た。 し たがっ て、 病床確保補助金の全額が使途不特定の特定収入に該当し 、 特定

収入割合を 計算する と 両年分と も 5 ％を 超える こ と になる ため、 調整計算を 行う 必要がある と

認めら れた。

そこ で、 病床確保補助金の額を 使途不特定の特定収入の額と し て調整計算の試算を 行っ たと

こ ろ 、 仕入控除税額が 2 年の課税期間分 109 万余円、 3 年の課税期間分 201 万余円、 計 310 万

余円減少する と 見込ま れた。

一方、 残り の 33 事業者（ 仕入控除税額計 75 億 7722 万余円）について は、 消費税申告

データ において調整計算を行っている こ と は確認でき る も のの、 病床確保補助金の額を課

税仕入れ等の支出又は特定支出のどちら に特定し ている かは確認でき ないこ と から 、 調整

計算の試算ができ なかった。

（ 注 6 ） 調整計算の試算 病床確保補助金を 使途不特定の特定収入の額と し て一定の条件によ

り 機械的に試算し たも のであり 、 仕入控除税額の減少額がそのま ま 消費税の増収額

と なる わけではない。

⑶ 交付元と の調整及び周知の状況

病床確保補助金の対象経費である 病床確保料について、 交付要綱等において使途が明ら

かにさ れていない。 ま た、 病床確保補助金は、 病床確保事業に係る コ ロ ナ交付金を原資と

し ており 、 コ ロ ナ交付金も 病床確保料を対象経費と し ている こ と から 、 国税庁において、

調整対象事業者に対し て課税上の取扱いを周知する ためには、 病床確保料の趣旨を厚生労

働省等に確認する こ と が有効と 考えら れる 。
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そこ で、 国税庁において、 厚生労働省等に対し て病床確保補助金に関する 情報の提供を

依頼し 、 その情報を受ける など し て、 消費税における 調整計算の取扱いを調整対象事業者

に対し て周知し ている か確認し たと こ ろ、 そのよ う な依頼や周知は行っ ていない状況で

あった。

⑷ 税務署等における 申告審理の状況等

地方公共団体においては、 消費税確定申告書と と も に使途特定文書等が提出さ れていな

い事業者が 81 事業者のう ち 62 事業者（ 76.5％）と なっており 、 ま た、 公共・ 公益法人等 71

事業者においては、 病床確保補助金の交付元である 18 都道府県が使途特定文書を 交付し

ていないこ と から 、 病床確保補助金に係る 使途特定文書等が消費税確定申告書と と も に提

出さ れていないと 認めら れた。

そし て、 国税庁において使途特定文書等の提出がない場合の取扱いについて聴取し たと

こ ろ、 法令上提出が義務付けら れていないこ と から 、 確認の必要がある と 判断さ れない限

り 、 こ れら の書類の提出を 求めない取扱いと し ており 、 検査し た 5 国税局及び 11 税務署

全てで同様の取扱いをし ていた。

税務署等は、 申告審理において、 病床確保補助金に関する 情報が十分にない中で確認の

必要がある と 判断する こ と は困難であり 、 使途特定文書等が提出さ れない場合には、 病床

確保補助金に係る 使途の特定方法を確認でき ない状況と なっていた。

こ のよ う に、 病床確保補助金は、 対象経費である 病床確保料の使途や範囲が交付要綱等に

おいて明ら かでなく 、 病床確保補助金の交付を受けた調整対象事業者において、 適切に使途

が特定さ れていない蓋然性が高いのに、 厚生労働省等と 連携を図る など し て調整対象事業者

に対し て課税上の取扱いが十分に周知さ れていなかった事態、 ま た、 税務署等において、 使

途特定文書等の提出を求めていないなど、 調整計算に関する 申告審理が十分に行われていな

かった事態は適切ではなく 、 改善の必要がある と 認めら れた。

（ 発生原因）

こ のよ う な事態が生じ ていたのは、 病床確保補助金は、 病床確保料の使途等が交付要綱等

において明ら かでなく 、 調整対象事業者において、 適切に使途が特定さ れていない蓋然性が

高いのに、 国税庁において、 調整対象事業者に対する 課税上の取扱いの周知が十分なも のに

なっている かの検討がさ れていなかったこ と 、 ま た、 調整計算に係る 申告審理体制の整備を

図る 必要性についての理解が十分ではなかったこ と など によ る と 認めら れた。

3 当局が講じ た改善の処置

本院の指摘に基づき 、 国税庁は、 今後、 調整対象事業者が交付要綱等において使途が明ら

かでないなど の補助金等の交付を受ける 場合において、 本件指摘の事態と 同様の事態が生ず

る こ と のないよ う 、 消費税における 調整計算の取扱いについて、 次のよ う な処置を講じ た。

ア 各府省庁に対し て、 6 年 8 月に事務連絡を発し て、 消費税における 調整計算の取扱いに

ついて特に留意する 必要のある 補助金等を示し 、 当該補助金等を交付する 各府省庁と 連携

を図る など し て、 当該補助金等の交付を受ける 調整対象事業者に消費税法上の取扱いなど

について周知する 仕組みを整備し た。

イ 各国税局等に対し て、 6 年 8 月に事務連絡を発し て、 消費税の申告審理において、 上記

の連携によ り 提供を受けた補助金等の情報や留意すべき 事項を示し たチェ ッ ク シート を活

用する など し て、 管内の各税務署における 調整計算に関する 申告審理体制の充実を図る よ

う 指示し た。
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